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２．事業概要

取締役　　加用　久男
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p商号 株式会社 野村総合研究所
（英語名：Nomura Research Institute, Ltd. “NRI”）

p代表者名 代表取締役社長 橋本 昌三

p資本金 186億円

p売上高 2,179億円 （2001年3月期、連結）

1,090億円　（2001年9月中間期、連結）

p従業員数 4,213名　　　（2001年9月30日現在、連結）

p沿革　　　　　1965年4月 野村総合研究所設立

　　　　 1966年1月 野村電子計算センター設立

　　（1972年に野村コンピューターシステムに社名変更 ）

1988年1月 野村総合研究所と野村コンピュータ
システムが合併

　　　　　　　　　　2001年12月　東京証券取引所一部に上場（4307）

会社会社概要概要
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２つのセグメントの相乗効果２つのセグメントの相乗効果

コンサルティング・ナレッジ
調査・研究、経営コンサルティング
サービスの提供、金融機関向けの
金融情報サービス及び資産運用
の分析手法の提供

システムソリューション
情報システムの企画・設計から、
開発・運用までの、コンピュータ
システムとネットワークに関する
トータルサービスの提供

コンサルティング・ナレッジ
326億円（15.0%）

システムソリューション
1,853 億円（85.0%）

200１年3月期売上高：　2,179億円200１年3月期売上高：　2,179億円

(注)　セグメント比率の算出には

　　　　外部売上高を使用。連結の数値。　
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コンサルティング･ナレッジの事業内容コンサルティング･ナレッジの事業内容

リサーチ・コンサルティング

　・企業向け提言：全社業務改革、事業戦略立案、組織活性化、提携プラン策定、等

　・経済環境分析：マクロ経済調査、資本市場調査

　・中央省庁／自治体向け提言：電子政府、国土基盤関連、等

システムコンサルティング

　・システムクリニック、技術支援コンサル、セキュリティコンサル、等

ナレッジソリュ－ション

　・デジタル情報流通に関するプラットフォーム提供、EC･SCMコンサル

　・金融情報サービス、資産運用の分析手法提供、等
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システムソリューションの事業内容システムソリューションの事業内容
開発･製品販売　：　お客様のニーズに合わせたシステム開発や、開発したシステムの販売

運用処理　：　お客様のシステムの個別受託運用・保守と共同利用型システムの運用・保守

商品販売　：　システム構築に必要なハードやパッケージソフト、関連商品を仕入･販売

自主企画（事業）の事例個別開発（受託）の事例

A社からの開発依頼

AA社社のためのシステム開発のためのシステム開発

AA社社のシステムの運用・保守のシステムの運用・保守

システム完成

自主事業としてシステムを開発

システム完成　

共同利用型システムとしてサービス開始

X X 社への導入社への導入
Y Y 社への導入社への導入

Z Z 社への導入社への導入

共同利用型システムの運用・保守共同利用型システムの運用・保守
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１．問題発見から問題解決までのトータルソリューション提供力

２．金融と流通、公共分野での強み

３．専門性の高い人材

４．競争を勝ち抜き得る強固な財務基盤

ＮＲＩの強みＮＲＩの強み
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１．問題発見から問題解決までのトータルソリューション提供力１．問題発見から問題解決までのトータルソリューション提供力

問題発見

問題解決

システム
ソリューション

サービス

コンサルティング・
ナレッジサービス

日本版401(k)
STP
T+１

Eコマース
デジタル・コンテンツ配信



13
この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。

　Copyright(C) Nomura Research Institute, Ltd.

金融 ： 証券会社、保険、銀行、投資信託委託、投資顧問、消費者金融等

流通 ： GMS、CVS、卸売等

公共 ： 中央官庁、公的金融機関等

2001年3月期　連結売上高　2,179億円
顧客業種別売上構成　

金融
49.0%

流通
17.8 ％

サービス･製造
21.4 %

公共
11.8 %

２．金融と流通･公共分野での強み２．金融と流通･公共分野での強み
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３．専門性の高い人材３．専門性の高い人材

（注）　１．資格保有者／全従業員（％）のランキング
　　　 ２．従業員数は.単体ベース、200１年3月末の数値を利用
　　　　３．資格保有者数は「コンピュートピア」2001年9月号、全従業員数は「会社四季報」調べ

NRI ＮＴＴデータ 日立ソフト ＴＩＳ 日立情報

システムアナリスト 1 5 4 2 3

システム監査技術者 1 5 3 4 2

プロジェクトマネジャー 2 5 3 1 4

アプリケーションエンジニア 1 5 2 4 3

システム運用管理エンジニア 1 5 4 2 3

ネットワークスペシャリスト 1 4 3 2 5

上級システムアドミニストレータ 2 4 3 5 1

データベーススペシャリスト 1 4 3 2 5
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４．競争を勝ち抜き得る強固な財務基盤４．競争を勝ち抜き得る強固な財務基盤

p　強力な営業キャッシュフロー創出力

　・　営業キャッシュフロー：　 364  億円　（2001年3月期）
　　　　　　　　　　　 　 272  億円　（2000年3月期）

284  億円　（1999年3月期）

p　積極的なオフバランス負債への対処

・　年金債務の一括償却：　　　　　適用割引率　2.4％、期待運用収益率　1.5％

・　不動産含み損の一掃： 　　　グループ子会社への売却により時価を反映

(注）：連結の数値。
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事業戦略の４つの軸事業戦略の４つの軸

１．　顧客基盤の拡大

２．　プロダクト･サービスの充実

３．　業界のデファクト・スタンダードの地位強化

４．　成長を担う人財の育成
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顧　客　基　盤

アカウント
マネージャー

システムコンサルティング事業本部

リサーチコンサルティング部門

１１. . 顧客基盤の拡大への連携体制顧客基盤の拡大への連携体制

e-ソリューション部門

サービスソリューション部門
プロダクツ･ソリューション事業本部

証券・保険ソリューション部門

金融ソリューション部門

流通・社会ソリューション部門
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既存・新規の顧客に横断的なプロダクト・サービス提供

２２. . プロダクト・サービスの充実プロダクト・サービスの充実

製造公共流通金融サービス

システム提案・開発・運用
（既存サービス）

コンサルティング・ナレッジ
（既存サービス）

ネットワークセキュリティ（ネットワークセキュリティ（NRINRIセキュアテクノロジーズ）セキュアテクノロジーズ）

特許情報特許情報DBDBサービス（サービス（NRINRIサイバーパテント）サイバーパテント）

IDCIDC（（インターネット・データセンター）インターネット・データセンター）

SSPSSP（（ストレージ・サービスプロバイダ）ストレージ・サービスプロバイダ）

ネット教育システム（ネット教育システム（NRINRIラーニングネットワーク）ラーニングネットワーク）
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３．業界のデファクトスタンダードの地位強化３．業界のデファクトスタンダードの地位強化

ホールセール証券向けシステム

投資信託販売・口座管理システム

日本型401（k）対応投信口座管理システム

I-STAR

ＢＥＳＴＷＡＹ

ＢＥＳＴＰＬＡＮ

投信運用会社用投信管理システム T-STAR

リテール証券向けシステム STAR-Ⅲ
証券会社向け
バックオフィス

システム

資産運用会社
向け

管理システム

中小証券・オンライン証券等
　３３社

外資系・銀行系証券　５４社

銀行･保険･
投信委託・証券　１２２社

生/損保・銀行　５５社

投信委託・信託銀行　７０社

(注)：採用社数は、2002年1月31日時点。
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次期システムの開発次期システムの開発

実現のための実現のための

　　　　　　新証券システム構築（次期　　新証券システム構築（次期STARSTAR・・次期次期II--STAR)STAR)

ｺｽﾄ構造改革ｺｽﾄ構造改革
ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ強化ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ強化

STPSTP（（StraightStraight　　ThroughThrough　　Processing)Processing)化化

取扱商品の拡大

多様化する多様化する
ｻｰﾋﾞｽへの対応ｻｰﾋﾞｽへの対応

ﾁｬﾈﾙの多様化
ｻｰﾋﾞｽの高速化決済照合 非居住者取引

DVP決済

日銀RTGS T+1

制度改革への制度改革への
迅速な対応迅速な対応
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４．成長を担う人材の育成４．成長を担う人材の育成

p　研修への経営コミットメント

・　NRIラーニングネットワークの活用
・　NRIグループ研修センター（YLC)の稼動

p　先進的な社内認定資格制度

・　認定プロジェクト・マネジャー
・　認定ITアーキテクト（ネットワーク）
・　認定ITアーキテクト（方式）

p　若手経営幹部候補層の育成

・　部門制の活用
・　分社化の活用　　
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更なる飛躍のための戦略的投資更なる飛躍のための戦略的投資

１．人に対する投資

　　　優れた人「財」の採用・育成のための投資

２．品質管理･プロジェクト管理のための投資

　　　品質の維持･向上のための投資

　　　プロジェクト管理（進捗状況･予実管理）を徹底するための投資

　　　情報セキュリティや協力会社管理のための投資

３．次期システムに対する投資

　　　制度改正･技術革新に対応するために、自主事業として行う

　　　次期共同利用型システム開発のための投資
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部門横断的リスク管理体制部門横断的リスク管理体制

１．投資評価会議
　　投資の意思決定に当たり、必要な投資計画内容や経済性計算等の事前的評価、

　　投資の効果測定に必要な投資実行状況や成果などの事後的評価に関する審議を行う。

２．システム開発会議
　　新規性が多いものや、リスクが高いと考えられるシステム開発プロジェクトに当たり、

　　リスク軽減（収支、品質、納期）、新技術の採用、生産革命実行策、

　　技術・ノウハウの継承策を審議し、助言を行う。

３．コンプライアンス会議
　　法令遵守及び企業倫理の観点から、経営、事業に係る重要事項を審議する。
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ご注意頂きたい特記事項ご注意頂きたい特記事項

１．進行基準の採用

　　売上原価を発生基準で認識し、これに対応する売上を原価進捗率に応じて計上している｡

　　

２．ソフト資産の計上について（ソフトウエア会計）

　　自社投資で開発したシステムにかかる外注費や労務費等は費用計上せず、ソフトウエア及びソフトウエア仮

　　　勘定に計上｡　完成したシステムの使用許諾による使用料及び処理料で、中長期的に開発投資を回収する。

３．請負契約とプロジェクト管理

　　当社のシステム開発においては、お客様企業から直接受注し、完成責任を負う、元請での請負契約が多い｡

　　　長期プロジェクトでは、環境や技術変化で諸要件の変更等の可能性も高く、プロジェクト管理に注力している｡

４．外注先との取引

　　当社のシステム開発においては、主としてプログラム作成業務は外注している｡

　　　質･量両面において優良な外注先の確保及び良好な取引関係の維持･継続に努めている。

X　　　X+1
　　　

売上

コスト
（売上原価）

X＋２　X＋３X＋４　X＋５X＋６　X＋７ X＋８　X＋９X＋10 X＋11
月

（事例）


